
公益財団法人日本スポーツ仲裁機構 

２０２３年度事業報告 

 

 

１．仲裁・調停等業務及び事前相談への対応（toto補助事業） 

1. 2023年度の仲裁・調停等業務について（2024 年 3月 31日現在） 

スポーツ仲裁申立件数：10 件（係属中 2件、仲裁判断 4 件、取下げ 3件、不応諾 0

件、終了決定 1件） 

ドーピング紛争に関するスポーツ仲裁：1件（仲裁判断 1件） 

特定仲裁合意に基づくスポーツ仲裁申立件数：1件（仲裁判断１件） 

特定調停合意に基づくスポーツ調停申立件数：2件（不応諾 2件） 

 

2. 手続費用支援決定について 

今年度に申し立てられた事案において 4 件の手続費用支援要請があり、1 件につい

ては満額の支援を認める決定、1件は現在審査中であり、2件は案件自体が係属中な

ため審査開始前である。なお、昨年度以前の案件にて今年度支援決定が出たのは 8

件（満額支援 7件、支援不可 1件なお、その他として取下げが 1件）である。 

 

3. 事前相談への対応について 

相談数：32件  問い合わせ数：24件 

相談対応者：仲裁調停専門委託員  前田卓朗 

仲裁調停専門員    杉山翔一、恒石直和、中村壮志 

 

仲裁・調停の経年の情況については、別紙参照 

 

4. 職員の海外派遣（toto補助事業） 

 海外のスポーツ仲裁を実施している団体などとの交流による情報交換をおこない、

今後のスポーツ仲裁・調停制度等の改善に生かすため、当機構の職員（仲裁調停専

門員１名）を 9 月にヨーロッパに派遣し、カンファレンスに参加するとともに、関

係団体との交流を図った。また、10月には仲裁調停専門員１名をオーストラリアに

派遣し、スポーツ仲裁に関するカンファレンス参加するほか、関係機関を訪問して

面談を行った。 

  



２．スポーツ仲裁自動応諾条項の採択状況 

スポーツ仲裁自動応諾条項の採択状況（2024 年 3月 15日現在）（注 1） 

 採択済 未採択 
未回答 

（注 4） 
合計 

採択率 

（％） 

統括団体（JOC・JSPO・JPSA） 3 0 0 3 100 

JOC 加盟・準加盟・承認団体（注 2） 63 1 2 66 95.5 

JSPO 加盟・準加盟団体（注 3） 8 2 0 10 80 

JPC 加盟競技団体（注 5） 33 2 12 47 70.2 

都道府県体育・スポーツ協会 36 11 0 47 76.6 

合計 143 16 14 173 82.7 

（注 1）加盟団体の数は、2023年 6月時点による。また、現在も一部集計中であり、前回調

査で応諾済みと回答の団体は、現状未回答の場合も採択済み団体としてカウント 

（注 2）特定非営利活動法人日本スポーツ芸術協会を除く。 

（注 3）重複を避けるため、JOC 加盟・準加盟団体及び都道府県体育・スポーツ協会を除く。 

（注 4）前回調査にて未採択・未回答であり、今回の調査で未回答である団体 

（注 5）重複を避けるため、JOC 加盟・準加盟団体を除く。 

（注 5）重複を避けるため、JOC 加盟・準加盟団体を除く。 

 

 

３．スポーツ仲裁シンポジウム（第 19回）（toto補助事業） 

2023年 9月 22日と 23日の 2日間にわたって、今年、当機構が設立 20周年を迎えることか

ら、20 周年記念シンポジウムとしてリアル会場と Webを組み合わせて開催した。 

 

開催テーマ：スポーツ仲裁・調停の将来・展望 

日時：2023 年 9月 22 日（金）23日（土） 

場所：JAPAN SPORT OLYMPIC SQUARE・立教大学 

内容： 

1 基調講演 

  テーマ：スポーツ仲裁 20年の成果と未来 

  山本和彦（前 JSAA機構長、一橋大学大学院法学研究科教授前機構長） 

２ セッション 

 (1)各国の国内スポーツ仲裁機関の比較 

  コーディネーター  沖野眞已（JSAA機構長、東京大学大学院法学政治学研究科教授） 



 (2)国際的なスポーツ仲裁のキャリアパス） 

  コーディネーター  山崎卓也（Field-R法律事務所・弁護士） 

 (3)アンチ・ドーピング仲裁の現状 

  コーディネーター  早川吉尚（立教大学法学部教授、瓜生・糸賀法律事務所・弁護士） 

(4)スポーツ調停の活用の可能 

  コーディネーター  小川和茂（JSAA理解増進事業専門員、立教大学法学部兼任講師） 

 

 

４．理解増進活動事業（スポーツ庁委託事業） 

(1) 競技者・指導者等を対象とする活動 

9 月 22 日に競技団体の関係者を対象として、「代表選考及び不利益処分に関する紛争の予

防」をテーマに研修を行った。 

また、4団体に対して計 6回、指導者、選手、審判などに対しての研修会、説明会を実施し

た。 

(2) 競技団体などを対象とする活動 

競技団体に対してメンター派遣を通じて自動応諾条項の採択をはじめ、広くガバナンスの

向上のためのコンサルティングを行う事業で、関係団体からの要請を受けて派遣の調整を

行っているところであり、4団体に対してスポーツ法分野に知見のある弁護士をメンターと

して派遣し、コンサルティングを実施した。 

 

(3) 仲裁人等を対象とする活動 

仲裁人候補者等を対象としたスポーツ仲裁法研究会（研修会）を以下のとおり実施した。 

第 1回 2023年 10月 18日 最近の仲裁事例について 

第 2回 2024年 3月 8日 近年のスポーツ仲裁の傾向について 

第 3回 2024年 3月 20日 アンチ・ドーピングに関する結果管理の動向などについて 

 

 

５．海外へ短期派遣研修（スポーツ庁委託事業） 

スポーツ法に造詣のある弁護士、研究者等を多様なスポーツ紛争事例がある海外の仲裁機

関、スポーツ紛争解決を研究している大学等における学術会合やセミナーへ派遣し、スポー

ツ仲裁に関係する人材の資質の向上を図るもので、弁護士１名を、ラグビー関係の制裁の状

況などについて２０２４年２月５日から２月２８日までの間はアイルランド・ダブリンに

ある World Rugby の法務部門において、それぞれ研修を実施した。 

 

 

 



６．アンチ・ドーピングの結果管理体制の強化に関する事業(スポーツ庁委託事業) 

(1) 海外派遣事業 

国内の若手法律専門人材から適切な者を選定し、アンチ・ドーピング規則についての知識を

習得させた後に海外の関係機関に派遣し、研修及び研究をすることにより、文献や結果管理

機関により公表された裁定だけでは分からない審問手続や証拠収集などの手続面及び実務

面での経験を積ませ、中核的人材を育成するもので、弁護士 1 名を選定し、2024 年 2 月に

約 1月間、カナダ・スポーツ紛争解決センター（SDRCC）に派遣し、研修をおこなった。 

また、当機構の専門員が、海外で開催されるアンチ・ドーピング関係のシンポジウムなどに

おいて、調査を行った。 

 

(2) 研修会の実施 

アンチ・ドーピングの結果管理に関する研修会を海外派遣の成果の報告や調査研究の内容

などをテーマとして 3月 20日(水)にスポーツ仲裁法研究会の一環として実施した。 

 

(3) 調査研究 

CAS、イギリス、カナダなどの 2021年世界アンチ・ドーピング規程のもと判断された事例に

ついて研究を行った。 

また、当機構の専門員が、海外で開催されるアンチ・ドーピング関係のシンポジウムなどに

おいて、調査を行った。 

 

 

７．機構の将来の在り方の検討 

日本スポーツ仲裁機構が将来にわたって、安定的にその業務を遂行していくため設置形態

や財務、人的な組織など必要な事項について検討するために、日本スポーツ仲裁機構在り方

検討会議を設置した。 
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2003 3 3 0 0 0 2 2 5 12
2004 2 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 8 12
2005 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 4 9 15
2006 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 8 11
2007 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 3 6 7 20
2008 1 1 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0 1 1 18 6 31
2009 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 1 0 1 1 19 8 33
2010 5 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 17 4 27
2011 3 3 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18 19 42
2012 4 3 1 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 37 38 83
2013 24 8 16 0 0 3 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 2 39 43 114
2014 6 4 2 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2 0 51 40 103
2015 7 6 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 53 41 103
2016 8 8 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 56 48 114
2017 5 2 3 0 0 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2 0 64 42 117
2018 10 10 0 0 0 8 1 1 0 0 0 0 0 0 0 4 0 1 3 0 2 0 69 35 129
2019 11 5 2 4 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 72 19 105
2020 8 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 1 2 0 0 0 27 15 53
2021 10 4 3 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 0 3 0 0 0 0 32 15 62
2022 17 16 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0 3 0 37 17 79
2023 10 4 3 1 2 0 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 32 24 70
合計 139 94 35 6 4 27 9 9 0 0 1 1 0 0 5 22 8 8 6 0 17 17 677 421 1335
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AP：スポーツ仲裁規則
DP：ドーピング紛争に関する

スポーツ仲裁規則
SP：特定仲裁合意に基づく

スポーツ仲裁規則
MP：特定調停合意に基づくスポーツ調停

（和解あっせん）規則
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